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量子未来社会ビジョンの実現に向けた取組の推進

量⼦コンピュータ
国産量⼦コンピュータの研究開発の抜本的な強化、産業界への総合⽀援

光・量⼦⾶躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP） 45億円の内数
未踏ターゲット事業 73億円の内数
NEDO ⾼効率・⾼速処理を可能とする次世代コンピューティングの技術開発事業

48億円の内数
量⼦コンピュータの産業化に向けた開発の加速及び環境整備

1,004億円の内数［令和7年補正］
ムーンショット型研究開発制度(⽬標6「誤り耐性型汎⽤量⼦コンピュータを実現」)

1480億円の内数（基⾦）

各技術分野の取組

イノベーション創出のための基盤的取組

量⼦セキュリティ・ネットワーク
量⼦暗号通信の利⽤拡⼤、総合的セキュリティの実現、量⼦インターネット研究

広域量⼦暗号通信ネットワークの構築技術・運⽤技術の実証 217億円[令和7年度補正]
量⼦暗号通信網の早期社会実装に向けた研究開発10億円 [令和7年補正]15億円
量⼦インターネット実現に向けた要素技術の研究開発 12億円

・ ムーンショット型研究開発制度(⽬標6「誤り耐性型汎⽤量⼦コンピュータを実現」)
1480億円の内数（基⾦）[再掲]

国際連携/グローバル市場への展開強化
イノベーション基盤の強化

・科学技術イノベーション創造推進費（SIP、BRIDGE）のうち量⼦関係
380億円の内数 [再掲]

JST共創の場形成⽀援プログラム 134億円の内数
エネルギー需給構造⾼度化基準認証推進事業 23億円の内数

⼈材育成
・光・量⼦⾶躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP 45億円の内数[再掲]
・NICT量⼦ICT⼈材育成プログラム(NQC)

運営費交付⾦ 301億円の内数

横断
・科学技術イノベーション創造推進費（SIP、BRIDGE）のうち量⼦関係

380億円の内数
JST戦略的創造研究推進事業 (新技術シーズ創出) 438億円の内数

※運営費交付⾦中の推計額
NEDO 新産業・⾰新技術創出に向けた先導研究・懸賞⾦型事業 43億円の内数
先進技術の橋渡し研究 55億円の内数
理化学研究所 運営費交付⾦（うち量⼦関連、Fundamental Quantum
Science Program等） 577億円の内数

量⼦計測・センシング／マテリアル
量⼦計測・センシング技術の応⽤分野の拡⼤、事業化⽀援

・ 光・量⼦⾶躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP） 45億円の内数 [再掲]
マテリアル先端リサーチインフラ 22億円の内数
JST未来社会創造事業 70億円の内数※運営費交付⾦中の推計額
地域資源循環を通じた脱炭素化に向けた⾰新的触媒技術 19億円の内数

量⼦技術イノベーション拠点の連携・強化
量⼦技術イノベーション戦略の推進 33億円[令和7年度補正]
量⼦コンピュータ拠点・ヘッドクォーター(理研)
- 運営費交付⾦ 577億円の内数
- 施設整備費補助⾦ 30億円[令和7年度補正]
量⼦・AI融合技術ビジネス開発グローバル研究センター(産総研)
- 運営費交付⾦ 667億円の内数
- 量⼦コンピュータの産業化に向けた環境整備事業

515億円［令和6年補正］※ 国庫債務負担⾏為等を含む
量⼦⽣命・量⼦技術基盤拠点(QST) 
- 運営費交付⾦ 6億円※運営費交付⾦中の推計額

・量⼦マテリアル拠点 (NIMS)
- 運営費交付⾦ 145億円の内数

※運営費交付⾦中の推計額

・量⼦セキュリティ拠点 (NICT)
-運営費交付⾦

301億円の内数 [再掲]
・JST共創の場形成⽀援プログラム

134億円の内数 [再掲]

経済安全保障等
・ 経済安全保障重要技術育成プログラム 5,000億円の内数（基⾦）

クラウドプログラムの安定供給の確保 200億円の内数（基⾦）
安全保障技術研究推進制度の運営経費 30億円の内数

量⼦ソフトウェア
量⼦コンピュータの利⽤環境の整備、ソフトウェア研究開発の抜本的な強化

光・量⼦⾶躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP） 45億円の内数[再掲]
NEDO 量⼦・古典 ハイブリッド技術のサイバ­・フィジカル開発事業 10億円
量⼦・古典ハイブリッドコンピューティングの基盤ソフトウェア開発 4850億円の内数（基⾦）

・ ムーンショット型研究開発制度(⽬標6「誤り耐性型汎⽤量⼦コンピュータを実現」)
1480億円の内数（基⾦）[再掲]

令和7年度 予算額[含基⾦] 約227億円※1[約361億円※1, 2]
令和7年度 補正予算額 約1,332億円
令和6年度 補正予算額 約635億円
※1 量⼦関係予算のみを切り出すことが困難な場合は未計上
※2 基⾦は単年度に要する予算を推計して計上

0

量⼦技術の進展や各国の戦略、国内外の状況変化に対応するため「量⼦未来産業創出戦略」（令和５年４⽉）等の３戦略を強化し補完する推進⽅策「量⼦エコシステム
構築に向けた推進⽅策」 （令和７年５⽉）等を策定、量⼦コンピュータ等の各技術分野の取組及びイノベーション創出のための基盤的取組を強⼒に推進
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○SIPにより、我が国の将来像（Society 5.0）の実現に向けて、鍵
となる技術の社会実装を通じて、社会課題の解決や国際競争力
の強化（持続的経済成長、新たな市場・雇用の創出等）に寄与。

期待される効果資金の流れ

内
閣
府

研究主体
（大学、国立研究開発法人、

企業等）

研究開発
法人等

移替

委託費等

委託費等

各
省
庁

運営費交付金

※ Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program

＜SIP第３期の14課題＞

○戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）は、社会課題の解決や国際
競争力の強化に向けて、総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の
司令塔機能を生かし、省庁や分野の枠を超えて、基礎研究から社会実装
までを見据えて一気通貫で研究開発を推進。

○実施にあたって、CSTIのガバニングボードが、研究課題、プログラムディ

レクター（PD）、研究推進法人（国立研究開発法人等）、予算配分を決

定。PDは、関係省庁等と連携し、研究開発計画をとりまとめ、それに基

づき、研究推進法人が研究開発プロジェクトを実施。

○令和５年度からの第３期は、社会実装に向けて、技術開発のみならず、事

業、制度、社会的受容性、人材の５つの視点からの成熟度レベル（XRL）

の考え方を導入し、社会情勢の変化や研究開発の進捗を踏まえ、アジャ

イルにプログラムを運用。

○研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）で定める重点課題

と連携し、一体的に運用。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

＜SIPの推進体制＞

令和７年度予算額 280.0億円
（前年度予算額 280.0億円）
令和７年度補正予算額 164.3億円
令和６年度補正予算額 26.7億円

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ※）（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局）



○（研究開発型） 各省庁施策のイノベーション化を推進するとと
もに、官民研究開発投資の拡大又は財政支出の効率化に資する。

○（システム改革型） 大学に対する自治体や地域企業等からの外
部資金投資額の増大、新SBIR制度の加速等。

資金の流れ 期待される効果

研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE※）（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局）

【目的】

○総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）がイニシアティブを取り、官民研究

開発投資の拡大が見込まれる領域において、研究開発成果の社会実装を推進する

ため、各省庁の施策の支援・加速を図る。

○戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）と一体的に取り組むことで、研究開

発の社会実装を効果的かつ効率的に推進し、研究開発とSociety 5.0を橋渡しする。

【事業概要】

○（研究開発型） 統合イノベーション戦略等に基づき、革新技術による社会課題

解決や新事業創出の推進につながる「重点課題」を設定し、各省庁の研究開発等

施策のイノベーション化を推進。

○（システム改革型） 中長期的に官民研究開発投資の拡大を図るため、スタート

アップ・エコシステム拠点形成による創業環境整備を推進してスタートアップを

支援する事業、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づく新

SBIR制度における省庁連携を加速させる事業、社会課題解決や国際市場獲得等を

促進する標準活用施策の加速化を支援する事業、地域と連携した外部資金拡大に

意欲のある地域中核大学を支援する事業等を実施。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

内
閣
府

研究主体等
（研究開発法人、大学、

企業等）

研究開発
法人等

移替

委託費等

委託費等

各
省
庁

運営費交付金等

BRIDGE

総合科学技術・イノベーション会議
（CSTI）

研究開発型 システム改革型

※programs for Bridging the gap between R&d and the IDeal society (society 5.0) and Generating Economic and social value

地域中核
大学／戦
略的大学
改革・イ
ノベー

ション創
出環境強
化事業

スタート
アップ・
エコシス
テム形成
推進事業

新SBIR制
度加速事

業

標準活用
加速化支
援事業

令和７年度予算額 100.0億円
（前年度予算額 100.0億円）
令和７年度補正予算額 428.7億円
令和６年度補正予算額 190.7億円



交付⾦（②）

施設設置者︓ （国研）理化学研究所［理研］
登録施設利⽤促進機関︓（公財）⾼輝度光科学研究センター［JASRI］ 国

理研
JASRI

補助⾦（①）【事業スキーム】

⼤型放射光施設（SPring-8）/
X線⾃由電⼦レーザー施設（SACLA）の整備・共⽤等

• SPring-8は、微細な物質構造の解析が可能な世界最⾼性能の放射光施設。
同等性能の⼤型放射光施設を有するのは⽇⽶欧のみであり、平成9年の共⽤開
始から25年以上が経過し、利⽤者は着実に増加。毎年約15,000⼈の産学官
の研究者が利⽤。

• SACLAは、原⼦レベルの超微細構造や化学反応の超⾼速動態・変化の瞬時
計測・分析が可能な世界最⾼性能のＸ線⾃由電⼦レーザー施設。国家基幹技
術として平成18年度に整備開始、平成24年3⽉に共⽤開始。令和3年度から
SPring-8へのビーム⼊射器として、世界で初めてX線⾃由電⼦レーザー施設
SACLAを利⽤。

事業内容

• SPring-8/SACLAについて、安定的な運転の確保及び利⽤環境の充実を⾏い、
産学官の広範な分野の研究者等の利⽤に供することで、世界を先導する利⽤
成果の創出等を促進し、我が国の国際競争⼒の強化につなげる。

【事業の⽬的・⽬標】

① SPring-8/SACLAの共⽤運転の実施 143.4億円（143.4億円）
- 施設の運転及び維持管理等

② SPring-8/SACLAの利⽤促進 15.2億円（14.7億円）
- 利⽤者選定・利⽤⽀援業務の着実な実施

【事業概要・イメージ】

• 論⽂発表︓ネイチャー・サイエンス誌等、SPring-8及びSACLAを利⽤した研究論⽂は
累計約22,000報。

（例えば、サイエンス誌の2011年の世界の10⼤成果のうち２件がSPring-8固有の成果。※はやぶさ試料解析、光化学系Ⅱ複合体。）

• 産業利⽤︓SPring-8において、稼働・整備中の57本のビームラインのうち４本は産業
界が⾃ら設置(うち、2本は現在は理研ビームラインに移管)。共⽤ビームラインにおける
全実施課題に占める産業利⽤の割合は約２割。

• SACLAにおいて、平成29年9⽉より３本のビームラインの同時運転を開始しており、更
なる⾼インパクト成果の創出に期待。

概要
【経済財政運営と改⾰の基本⽅針2024（令和6年6⽉21⽇閣議決定）】（抄）
官⺠共同の仕組み等による⼤型研究施設の戦略的な整備・活⽤・⾼度化の推進226や
研究ＤＸによる⽣産性向上（中略）等を図る。
------(脚注)------
226⼤型放射光施設SPring-8及びNanoTerasuやスーパーコンピュータ「富岳」等。⽣物・医学、素粒⼦物理学、
天⽂学、情報学といった、世界の学術フロンティアなどを先導する国際的なものを含む。

【統合イノベーション戦略2024（令和6年6⽉4⽇閣議決定）】（抄）
・SPring-8/SACLA・J-PARC等の量⼦ビーム施設について、安全かつ安定した施設運営
や計画的な⽼朽化対策を実施。
・SPring-8/SACLAについて、データセンターの利⽤者への提供を引き続き継続するとともに、
リアルタイム監視制御の構築を引き続き推進。
【新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画2024年改訂版（令和6年6⽉21⽇
閣議決定）】（抄）
スプリング・エイト(SPring-8:理化学研究所が設置する⼤型放射光施設)やナノテラス(量
⼦科学技術研究開発機構が設置する⼤型放射光施設)の整備・活⽤・⾼度化を図る。

（担当︓科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

159億円令和7年度予算額
）161億円（前年度予算額

189億円令和6年度補正予算額

令和11令和10令和９令和８令和7令和6

【加速器】
製作・組⽴・精密調整 共

⽤
開
始

【ビームライン】

（年度）

【アライメント・現地作業】
組⽴調整ｴﾘｱの整備

SPring-8-II整備スケジュール(予定)

製作・組⽴・精密調整

【これまでの成果】

2030年頃の次世代半導体やGX社会の実現など産業・社会の⼤きな転機を⾒据え、現⾏
の100倍の輝度をもつ世界最⾼峰の放射光施設を⽬指し、SPring-8-IIの整備を実施。

約500億円総整備費
）170億円（令和6年度補正予算額

運転停⽌期間

ﾄﾝﾈﾙ・実験ﾎｰﾙ内作業

試運転・
ｺﾐｯｼｮﾆﾝｸﾞ

SPring-8





• SPring-8-IIから⽣み出される⾼輝度な放射光を利⽤することで、従来よりも⾼精細なデータが短時間で取得可能になり、ビッグデータ
時代の研究開発に対応可能となる。

• 上記によって、次世代半導体の検査・分析や、燃料電池の研究開発、サーキュラーエコノミーの実現やバイオモノづくり等に⼤きく貢献する
ことが⾒込まれる。

SPring-8の⾼度化（SPring-8-II）
現状・課題

170億円令和6年度補正予算額

（担当︓科学技術・学術政策局研究参事官(研究環境担当)付）

事業内容
• 現⾏のSPring-8の約100倍の最⾼輝度を誇る世界トップ性能を⽬指し、第4世代の加速器テクノロジーや省エネルギー技術を導⼊する。

NanoTerasuの整備で得られた知⾒を活かし、約1年間の停⽌期間を含む５年間でSPring-8-IIの整備を⾏う。

輝度の劇的向上
約100倍

加速器の省エネ化

【技術⾰新の例】

（国研）理化学研究所交付先令和6年度〜令和10年度（予定）事業実施期間

• ⼤型放射光施設SPring-8は共⽤開始から25年以上が経過し、施設の
⽼朽化のほか、諸外国で硬X線領域の放射光施設の第4世代への⾼度化
が進む中、性能の⾯でも後れを取りつつある。

• 2030年頃に迎える次世代半導体の量産やGX社会の実現など産業・社会
の⼤きな転機を⾒据え、これに間に合うよう現⾏の100倍の輝度をもつ世界
最⾼峰の放射光施設を⽬指し、我が国の放射光施設におけるフラッグシップ
の位置付けとしてアップグレードが必須。

期待される成果

【新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画 2024年改訂版（令和6年6⽉21⽇閣議決定)】
スプリング・エイト(SPring-8︓理化学研究所が設置する⼤型放射光施設)やナノテラス(略)の整備・活⽤・
⾼度化を図る。

【経済財政運営と改⾰の基本⽅針2024（令和6年6⽉21⽇閣議決定)】
官⺠共同の仕組み等による⼤型研究施設の戦略的な整備・活⽤・⾼度化の推進266(中略)等を図る（略）

------(脚注)------
226 ⼤型放射光施設SPring-8及びNanoTerasuやスーパーコンピュータ「富岳」等。(略)

【統合イノベーション戦略2024（令和6年6⽉4⽇閣議決定)】
⼤型放射光施設SPring-8は共⽤開始から25年以上が経過し、性能⾯で海外施設に遅れを取りつつある
ことから、次世代半導体やＧＸ社会の実現などの産業・社会の転機を⾒据えて、現⾏の100倍の輝度をも
つ世界最⾼峰の放射光施設を⽬指し、SPring-8-IIの整備に着⼿する（略）

真空機器

蓄積リング棟機械室
実験ホール内

加速器トンネル･リング保守通路内

磁⽯・電源・架台

施設設備の適正化
その他加速器コンポーネント ビームラインの⾼度化

現地作業・アライメント

【SPring-8の⾼度化概要】

約６割に削減



⼤型放射光施設(SPring-8)の⾼度化
〜 SPring-8-II 〜
現状・課題
• ⼤型放射光施設SPring-8は、共⽤促進法※に基づく特定先端⼤型研究施設として、理化学研究所が整備・運⽤し、
北川 進博⼠(2025年ノーベル化学賞受賞)の⾦属有機構造体(MOF)の解析など、多くの成果を創出している。

※「特定先端⼤型研究施設の共⽤の促進に関する法律(平成6年法律第78号)」において、特に重要な⼤規模研究施設を「特定先端⼤型研究施設」と位置付け。
• 他⽅、共⽤開始から25年以上が経過し、施設の⽼朽化のほか、諸外国の放射光施設の⾼度化が進む中、性能の⾯でも後れを取りつつある。

事業内容

（担当︓科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

154億円令和7年度補正予算額

• 現⾏の約100倍の最⾼輝度を誇る世界最⾼⽔準の性能を⽬指し、
第4世代の加速器テクノロジーや省エネルギー技術を導⼊するなど、
第3世代放射光施設であるSPring-8を第4世代に⾼度化する。

• NanoTerasuの整備等で得られた知⾒を活かし、約1年間の停⽌期間
を含む5年間でSPring-8-IIを整備し、 第7期科学技術・イノベーション
基本計画期間中の令和11年度中に共⽤を開始する。

SPring-8-IIによる
輝度の劇的向上

約100倍

SPring-8-IIによる
加速器の省エネ化

約６割

期待される成果
• ⾼輝度な放射光を利⽤することで、従来よりも⾼精細なデータが短時間で取得可能になり、ビックデータ時代の研究開発に対応。
• 次世代半導体の検査・分析や、燃料電池の研究開発、循環経済(サーキュラーエコノミー)の実現やバイオモノづくり等に⼤きく貢献。

令和11令和10令和9令和8令和7令和6
（年度）

整備・建設期間（5年間）

運転停⽌期間︓約1年
※令和9年度後半〜令和10年度前半

共⽤
開始

【整備スケジュール(想定)】

©Johan Jarnestad/The Royal Swedish Academy of Sciences

SPring-8による⾦属有機構造体(MOF)の
構造・機能(分⼦の吸着状態等)の可視化

499億円(5年債)総整備費(国研)理化学研究所交付先令和6年度〜令和10年度 (予定)事業実施期間

【SPring-8の⾼度化概要】

SPring-8
（第3世代）

SPring-8-II
（第4世代）

ダブルベンド
（2ベンド）

マルチベンド
（5ベンド）

所在地︓兵庫県佐⽤郡佐⽤町
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•
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•
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• AI開発に不可⽋な計算資源を諸外国に対して劣後せず、幅広い開発者が利⽤できる
よう、引き続き官⺠で整備を進める。

• 科学研究データ創出基盤の強化（AI for Science︓科学の成果を得るためにAIを
活⽤すること）や（略）を官⺠で加速するとともに、「富岳」の次世代となる優れたAI
性能を有する新たなフラッグシップシステムの開発・整備に着⼿する。

「富岳」の次世代となる新たなフラッグシップシステムの
開発・整備
事業⽬的・概要

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2024（令和６年6⽉21⽇）
• 官⺠共同の仕組み等による⼤型研究施設の戦略的な整備・活⽤・⾼度化の推進※

（略）等を図る。 ※（略）スーパーコンピュータ「富岳」等。
• 官⺠連携の下、データ整備を含む研究開発⼒の強化や利活⽤の促進、計算資源の⼤規

模化・複雑化に対応したインフラの⾼度化、個⼈のスキル情報の蓄積・可視化を通じた⼈
材の育成・確保を進める

新しい資本主義実⾏計画2024（令和６年6⽉21⽇）

• ⽣成AIの進展などをはじめとして、計算科学だけでなく科学技術・イノベーション全体、そして産業競争⼒の観点等からも、計算基盤の重要性がさらに増しており、今後、
計算資源の需要が増⼤するとともに、求められる機能も変遷・多様化していくことが予想されている。

• このような社会ニーズに応えるため、「富岳」の後継となる新たなフラッグシップシステムを開発・整備し、国内の産学官の利⽤者に対してあらゆる分野で世界最⾼⽔
準の計算資源を提供する。これにより、新たな時代を先導し、国際的に卓越した研究成果の創出、産業競争⼒の強化ならびに社会的課題の解決などに貢献する。

事業内容

【システムの概要】
• 開発主体︓理化学研究所
• CPUに加えて、GPUなどの加速部を導⼊
• 既存の「富岳」でのシミュレーション → 「富岳」の５〜10倍以上

の実効性能
• AIの学習・推論に必要となる性能 → 世界最⾼⽔準の利⽤環境

(実効性能50EFLOPS以上)
• 電⼒性能の⼤幅向上により、上記の計算環境を提供

【開発・整備の⼿法、利⽤拡⼤に向けた取組】
• 適時・柔軟に⼊れ替え⼜は拡張可能とし、進化し続けるシステム
• 将来の需要増に⼤きく貢献し得る技術評価・研究開発を実施

【スケジュール（イメージ）】
HPCI計画推進委員会 次世代計算基盤に関する最終とりまとめ

（令和6年6⽉）より抜粋

京(けい) 富岳(ふがく)

2021年～
2012年～

2019年

「京」、「富岳」設置場所︓兵庫県神⼾市(ポートアイランド)

【近年の情勢変化】
• ⽣成AIの技術⾰新などにより必要な計算資源の需要が急拡⼤

するとともに多様化
• AIとシミュレーションなどを組み合わせた取組(AI for Science)

の重要性が指摘
• 世界各国で、「富岳」を上回る性能の計算機の開発、⾼度化が

加速
• GPUなどの加速部を活⽤した計算⼿法がこれまで以上に主流

に

「端境期」を極⼒
⽣じさせず、利⽤

環境を維持

新たなフラッグ
シップシステム
遅くとも2030年頃〜

移⾏期間
（端境期）
約1.5年間

（担当︓研究振興局参事官（情報担当）付）

8億円令和7年度予算額
373億円令和7年度補正予算額
69億円令和6年度補正予算額



•
•
•







スーパーコンピュータ「富岳」及び⾰新的ハイパフォーマンス・
コンピューティング・インフラ（HPCI）の運営 173億円令和7年度予算額

11億円令和7年度補正予算額
19億円令和6年度補正予算額

（担当︓研究振興局参事官（情報担当）付）

１．「富岳」の運営等 152億円（158億円）

２．HPCIの運営 21億円（31億円）

○ 令和3年に共⽤開始した世界最⾼⽔準のスーパーコンピュータ「富岳」について、安定した運転や
課題選定・利⽤者⽀援を継続するとともに、社会的課題等の解決のために成果創出の取組を
加速する。

○ 国内の⼤学・研究機関のスパコンを⾼速ネットワークでつなぎ、利⽤者が⼀つのアカウントにより
様々なスパコンやストレージを利⽤できるようにするなど、多様なユーザーニーズに応える環境を構
築し、全国のユーザーの利⽤拡⼤を促進する。

第２階層スパコン

フラッグシップシステム

東北⼤

筑波⼤

阪⼤九⼤ 名⼤

北⼤

科学⼤

JAMSTEC

京⼤

東⼤

JCAHPC産総研

事業概要

★防災・環境問題
★気象ビッグデータ解
析により、線状降⽔
帯のリアルタイム予測
等に活⽤

★地震の揺れ・津波の進
⼊・ 市⺠の避難経路
をメートル単位でシミュ
レーション

★エネルギー問題

★太陽電池や燃料電池の
低コスト・⾼性能化や⼈
⼯光合成メタンハイドレート
からメタン回収を実現

★電気⾃動⾞のモーター
や発電機のための永久
磁⽯を省レアメタル化で
実現

★健康⻑寿社会の実現
★⾼速・⾼精度な
創薬シミュレーション
の実現による
新薬開発加速化

★医療ビッグデータ解析と
⽣体シミュレーションによる
病気の早期発⾒と予防
医療の⽀援実現

★基礎科学の発展

★宇宙でいつどのように物質
が創られたのかなど、科学
の根源的な問いへの挑戦

★産業競争⼒の強化
★次世代産業を⽀える
新デバイスや材料の
創成の加速化

★⾶⾏機や⾃動⾞の
実機試験を⼀部代替
し、開発期間・コストを
⼤幅に削減

【期待される成果例】

○ 多様なユーザニーズに応える⾰新的な計算環境（HPCI︓⾰新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）として、 「富岳」を中核として国内の⼤学等のシ
ステムやストレージを⾼速ネットワークで結び、全国の利⽤者が統⼀的な申請窓⼝を通じて多様なシステムを利⽤できる制度を運営するとともに、計算したデータの
共有や共同での分析を実施できるシステムを構築・運営し、その利⽤を推進することで、我が国の科学技術の発展、産業競争⼒の強化、安全・安⼼な社会の構
築に貢献する。

事業⽬的

統合イノベーション戦略2024（令和６年6⽉4⽇閣議決定）

• AI・データ駆動型研究による研究開発の効率化・迅速化を推進するため、SINET（超⾼速・⼤容量のネットワーク基盤）、計算資源、ストレージ等の研究デ
ジタルインフラの⾼度化を進めていく。引き続き、「富岳」を効率的かつ着実に運⽤し学術界・産業界における幅広い活⽤を促進する（略）

統数研

理研





•

•

•

•

•

•







•

•

•

•



•

•

•

•







•

•

•



•

•

•



•











0%

10%

20%

30%

40%

21.8%

29.9%

22.0%

14.0%

7.1% 8.4%

26.7%

34.6%

26.9%

19.3%
16.3% 14.4%

0%

10%

20%

30%

40%

25



0

マイスター・ハイスクール（次世代地域産業⼈材育成刷新事業） 2億円令和7年度予算額
）3億円（前年度予算額

様々な分野の専⾨家
教育界・産業界双⽅の経験・
知⾒を持つ橋渡し役

課題に応じて
相談

助⾔

●専⾨学科デジタルコンテンツの充実

③取組の⽀援
伴⾛者 アドバイザー

（初等中等教育局⾼等学校振興課産業教育振興室）

【件数︓継続１箇所】 【委託先︓⺠間事業者】

ｃ

助⾔

伴⾛⽀援

【件数︓継続１箇所】 【委託先︓⺠間事業者】
情報提供

① 産業界等と⼀体となった先進的取組を⾏う都道府県等・専⾨⾼校が中核となり、産業界等と連携した⼈材育成の広域ネットワークを牽引
② 産業界等との連携に課題のある地域が、先進的取組を直接学びつつ、連携体制の強化プロセスを実践研究
③ ⺠間事業者による取組に応じた⽀援、広域ネットワーク内をつなぐネットワークハブ
④ 産業界等と専⾨⾼校の連携段階ごとの課題及びその解決策について調査し、実効性のある連携体制構築のポイントを整理

 広域ネットワークのハブ的役割
 産学連携コーディネーターの育成⽀援 等

④実態調査（全国・指定地域）

連携ノウハウ
の提供・助⾔

■ 第４次産業⾰命の進展、デジタルトランスフォーメーション（DX）、六次産業化等、産業構造・仕事の内容が急速かつ絶えず⾰新する中、専⾨⾼校では、
産業構造の絶え間ない変化に即応した職業⼈材育成が急務。

■ そのため、令和3年度より、産業界等と専⾨⾼校が⼀体となって職業⼈材育成を⾏うマイスター・ハイスクールを実施。
■ 我が国の産業の発展のためには、マイスター・ハイスクールの全国的な横展開が必須。しかし、産業界等との連携に課題のある地域では導⼊が困難であるこ

とから、実践的な取組を通じた研究や全国実態調査等を通じて、連携体制の強化の⽅策について明らかにする必要。

現状・課題

事業内容

連携ポイント
の提供

ｃｃｃｃｃｃｃ
【件数︓継続８箇所】 【委託先︓都道府県等】

（主な取組）
産業界等との連携体制の構築
企業等と連携した授業・実習
産学連携コーディネーターの配置・活⽤
広域ネットワークの知⾒の活⽤
取組を地域に発信 等

②連携体制強化型（R6年度〜）

連携に課題

ｃ

①先進的取組型（R6年度〜） （主な取組）
域内全体での産業界等と専⾨⾼校の連携体制の
確⽴
産業界等と連携した教育課程・体系的教育活動
の域内普及
産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの持続可能な活⽤⽅策の検討
広域ネットワークの牽引（他都道府県等への助⾔等） 等

地域産業の持続的な成⻑を牽引する最先端の職業⼈材育成エコシステムを確⽴

広域ネットワーク
の構築

●マイスター・ハイスクール（R5年度指定）

産業実務家教員
産業界 専⾨⾼校

（主な取組）
産業界等と⼀体となったカリキュラム刷新・実践
マイスター・ハイスクールCEOを企業等から採⽤し
学校の管理職としてマネジメント
企業等の技術者等を教員として採⽤
企業等での授業・実習を多数実施、企業等の
施設・設備の共同利⽤ 等【件数︓継続２箇所】 【委託先︓都道府県等】

マイスター・ハイスクールＣＥＯ

【件数︓継続４箇所】【委託先︓都道府県等】

産学連携コーディネーター

産学連携コーディネーター



⾼等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）

⽂部科学省

•情報Ⅱや数学Ⅱ・B、数学Ⅲ・C等の履修推進（遠隔授業の活⽤を含む）
•情報・数学等を重視した学科への転換、コースの設置
•デジタルを活⽤した⽂理横断的・探究的な学びの実施
•デジタルものづくりなど、⽣徒の興味関⼼を⾼めるデジタル課外活動の促進
•⾼⼤接続の強化や多⾯的な⾼校⼊試の実施
•地⽅の⼩規模校において従来開設されていない理数系科⽬（数学Ⅲ等）の遠隔授業による実施
•専⾨⾼校において、デジタルを活⽤したスマート農業やインフラDX、医療・介護DX等に対応した⾼度な専⾨教科
指導の実施、⾼⼤接続の強化

学校設置者等

事業スキーム

補助

ICT機器整備（ハイスペックPC、３Dプリンタ、動画・画像⽣成ソフト等）、遠隔授業⽤を含む通信機器整備、
理数教育設備整備、専⾨⾼校の⾼度な実習設備整備、専⾨⼈材派遣等業務委託費 等

•海外の連携校等への留学、外国⼈⽣徒の受⼊、外国語等による授業の実施、国内外の⼤学等と連携し
た取組の実施等

•⽂理横断的な学びに重点的に取り組む新しい普通科への学科転換
・産業界等と連携した最先端の職業⼈材育成の取組の実施

⼤学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その政策効果を最⼤限発揮するためにも、⾼校段階における
デジタル等成⻑分野を⽀える⼈材育成の抜本的強化が必要現状・課題

情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、専⾨的な外部⼈材の活⽤や⼤学等との連携などを通じてICTを活⽤した
探究的・⽂理横断的・実践的な学びを強化する学校などに対して、そのために必要な環境整備の経費を⽀援する事業内容

• ⼤学段階における理⼯系
学部・学科の増

• ⾃然科学（理系）分野
の学⽣割合５割⽬標

• デジタル⼈材の増デジタル等成⻑分野の
学部・学科への
進学者の増

成⻑分野の
担い⼿増加

DXハイスクール

⼤学

採択校に求める具体の取組例 （基本類型・重点類型共通）

採択校に求める具体の取組例

⽀援対象例

重点類型（グローバル型、特⾊化・魅⼒化型、
プロフェッショナル型（半導体重点枠を含む））（ ）

⽀援対象等 箇所数・補助上限額 ※定額補助

（担当︓初等中等教育局⾼等学校振興課）

公⽴・私⽴の⾼等学校等
（1,200校程度）

• 継続校 ︓1,000校 × 500万円（重点類型の場合700万円）
• 新規採択校 ︓ 200校 × 1,000万円（重点類型の場合1,200万円）
• 都道府県による域内横断的な取組︓47都道府県 × 1,000万円
※必須要件に加えて、各類型ごとの取組を重点的に実施する学校を重点類型
として補助上限額を加算（80校（半導体重点枠を含む））

令和6年度補正予算額 74億円

2億円令和7年度予算額
）（新規



⾼等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）

⽂部科学省

•情報Ⅱや数学Ⅱ・B、数学Ⅲ・C等の履修推進（遠隔授業の活⽤を含む）
•情報・数学等を重視した学科への転換、コースの設置
•デジタルを活⽤した⽂理横断的・探究的な学びの実施
•デジタルものづくりなど、⽣徒の興味関⼼を⾼めるデジタル課外活動の促進
•⾼⼤接続の強化や多⾯的な⾼校⼊試の実施
•地⽅の⼩規模校において従来開設されていない理数系科⽬（数学Ⅲ等）の遠隔授業による実施
•専⾨⾼校において、デジタルを活⽤したスマート農業やインフラDX、医療・介護DX等に対応した⾼度な専⾨教科指導の
実施、⾼⼤接続の強化

学校設置者等

事業スキーム

補助

ICT機器整備（ハイスペックPC、３Dプリンタ、動画・画像⽣成ソフト等）、遠隔授業⽤を含む通信機器整備、理数教育設備整備、
専⾨⾼校の⾼度な実習設備整備、専⾨⼈材派遣等業務委託費 等

•グローバル型︓海外の連携校等への留学、外国⼈⽣徒の受⼊、外国語等による授業の実施、国内外の⼤学等と連携した取組
の実施等

•特⾊化・魅⼒化型︓⽂理横断的な学びに重点的に取り組む新しい普通科への学科転換
・プロフェッショナル型︓産業界等と連携した最先端の職業⼈材育成の取組の実施

⼤学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その政策効果を最⼤限発揮するためにも、⾼校段階における
デジタル等成⻑分野を⽀える⼈材育成の抜本的強化が必要現状・課題
情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、専⾨的な外部⼈材の活⽤や⼤学等との連携などを通じてICTを活⽤した
探究的・⽂理横断的・実践的な学びを強化する学校などに対して、そのために必要な環境整備の経費を⽀援する事業内容

• ⼤学段階における理⼯系
学部・学科の増

• ⾃然科学（理系）分野
の学⽣割合５割⽬標

• デジタル⼈材の増デジタル等成⻑分野の
学部・学科への
進学者の増

成⻑分野の
担い⼿増加

DXハイスクール

⼤学採択校に求める具体の取組例 （基本類型・重点類型共通）

⽀援対象等 箇所数・補助上限額 ※定額補助

（担当︓初等中等教育局⾼等学校振興課）

公⽴・私⽴の
⾼等学校等

（1,300校程度）

52億円令和7年度補正予算額

採択校に求める具体の取組例（重点類型 グローバル型、特⾊化・魅⼒化型、プロフェッショナル型
（半導体重点枠を含む））

⽀援対象例

• 新規採択校 ︓ 100校程度 × 1,000万円
• 継続校 ︓ 200校程度 × 500万円（重点類型の場合700万円）【２年⽬】

1000校程度 × 300万円（重点類型の場合500万円）【３年⽬】
※必須要件に加えて、各類型ごとの取組を重点的に実施する学校を重点類型
として補助上限額を加算（80校（半導体重点枠を含む））
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数理・データサイエンス・AI教育プログラム
認定制度

⼤学・⾼等専⾨学校の数理・データサイエンス・AIに関する正規課程
教育のうち、⼀定の要件を満たした優れた教育プログラムを政府が認
定、その中から先導的で独⾃の特⾊を有するものをプラスとして選定
し、応援。⽂理を問わず多くの⼤学・⾼専が数理・データサイエンス・AI
教育に取り組むことを後押しする。

学⽣に選ばれる 企業に選ばれる

学⽣ 企業数理・データサイエンス・AIの
素養のある学⽣を輩出

⼤学・⾼専

１００万⼈/年
⾼校卒業者全員
⼩中学⽣全員

２５万⼈/年

2,000⼈/年

５０万⼈/年
⼤学・⾼専卒業者全員

トップ
クラス
100⼈
程度/年

エ
キ
ス

パ
ー
ト

応
⽤
基
礎

リ
テ
ラ
シ
ー

⼤学・⾼専の50%

AI戦略2019

リテラシーレベル （2021年度開始）

学⽣の数理・データサイエンス・AIへの
関⼼を⾼め、適切に理解し活⽤する
基礎的な能⼒を育成
認定プログラム︓612件（2026年２⽉時点）
・受講可能な学⽣数︓約59万⼈/年
・特に優れたものをプラスとして33件選定

応⽤基礎レベル （2022年度開始）

数理・データサイエンス・AIを活⽤して
課題を解決するための実践的な能⼒
を育成
「デジタル⽥園都市国家構想」におけるデジタル⼈材
育成⽬標（2026年度末までに５年間で230万⼈
育成）の実現に寄与

認定プログラム︓388件（2026年２⽉時点）
・受講可能な学⽣数︓約26万⼈/年
・特に優れたものをプラスとして26件選定

数理・データサイエンス・AI教育の推進

北海道ブロック
（北海道⼤学）

東北ブロック
（東北⼤学）

北信越ブロック
（⾦沢⼤学）

関東ブロック
（東京⼤学）

東海ブロック
（名古屋⼤学）

ｚ中国ブロック
（広島⼤学） 近畿ブロック

（京都⼤学）

ｚ九州・沖縄ブロック
（九州⼤学）

四国ブロック
（⾹川⼤学）

全国の⼤学・⾼専により「数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コ
ンソーシアム」を形成し、コンソーシアム活動を通じて普及・展開を促進

数理・データサイエンス・AI
教育強化拠点コンソーシアム

カッコ内の⼤学は、各地域ブロックの代表となる⼤学

令和４年度より全国９ブロックで活動

・ 各ブロックに地域ブロックの代表校を置き、各ブロックにおける
数理・データサイエンス・AI教育を普及・展開

・ DXハイスクールなど⾼等学校との連携や経済産業省の取組と連携し、
地域におけるデジタル化の取組を促進

・ カリキュラム、教材、教育⽤データベース等の整備に関する継続的な活動

・ サイバーセキュリティ分野の教育強化や本分野における⼥⼦学⽣増加等の
ダイバーシティ推進に資する活動

・ データサイエンスやコンピュータサイエンスを主専攻とする
Ph.D.プログラムの強化等によるエキスパート⼈材の養成

・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦により⽀援
（2025年度予算額１兆783.5億円の内数）
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1

（独）国⽴⻘少年教育振興機構運営費交付⾦
⽬的

7,703百万円令和7年度予算額
）7,746百万円（前年度予算額

（担当︓総合教育政策局 地域学習推進課）

事業内容
我が国の⻘少年教育のナショナルセン
ターとして、⻘少年をめぐる様々な課題へ
対応するため、⻘少年に対し教育的な観
点から、総合的・体系的な⼀貫性のある
体験活動等の機会や場を提供するととも
に、⻘少年教育指導者の養成及び資質
向上、⻘少年教育に関する調査及び研
究、関係機関・団体等との連携促進、⻘
少年教育団体が⾏う活動に対する助成
を⾏い、我が国の⻘少年教育の振興及び
⻘少年の健全育成を図る。

① ⻘少年及び⻘少年教育指導者等を対象とする
教育事業の実施
・次代を担う⻘少年の⾃⽴に向けた健全育成推進事業
⻘少年のための専⾨性の⾼いモデル的体験活動の開発
グローバル⼈材の育⽣を⾒据えた国際交流の推進
・⻘少年教育指導者等の養成及び資質の向上
・⻘少年の体験活動等の重要性に係る普及・啓発
（「体験の⾵をおこそう」運動、

「早寝早起き朝ごはん」国⺠運動 等）
・⼦供の貧困対策
② ⻘少年及び⻘少年教育指導者等を対象とする
研修に対する⽀援
・研修⽬的の達成に向けた教育指導・助⾔
・活動プログラムの提供
③ ⻘少年教育に関する基礎的・専⾨的な調査研究
・調査及び研究、成果の提供
④ ⻘少年教育団体が⾏う活動に対する⽀援
（⼦どもゆめ基⾦事業）

※平成13年4⽉に超党派の「⼦どもの未来を考える議員連盟」が創設

●全国の国⽴⻘少年教育施設（28施設）
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●国⽴⻘少年教育施設の利⽤状況

延参加者数事業数事業種類

103,854612次代を担う⻘少年の⾃⽴に向けた健全育成推進事業

7,418108⻘少年教育指導者等の養成及び資質の向上

111,272720合計

採択件数申請件数助成対象活動

3,5004,065体験活動

389434読書活動

1026教材開発・普及活動

3,8994,525合計

教育事業実施状況（令和５年度）

⼦どもゆめ基⾦実施状況（令和６年度）
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